
� 非常電源(高圧又は特別高圧で受電する非常電源専用受電設備)試験基準
非常電源 (高圧又は特別高圧で受電する非常電源専用受電設備) の設置に係る工事が完了した場合における試験は､ 次表に掲げる試験区分及び項目に応じた試験方法及び

合否の判定基準によること｡

ア 外観試験

試 験 項 目 試 験 方 法 合 否 の 判 定 基 準

設 置 場 所 等 設 置 場 所 目視により確認する｡ ａ 点検に便利で､ かつ､ 火災等の災害による被害を受けるおそれの少ない箇所に設
けること｡
ｂ 次のいずれかにより設置されていること｡
① 不燃材料で造られた壁､ 柱､ 床及び天井 (天井のない場所にあっては､ 屋根)
で区画され､ かつ､ 窓及び出入口に防火戸を設けた専用の室 (以下 ｢不燃専用
室｣ という｡) に設けてあること｡
② 告示基準に適合するキュービクル式非常電源専用受電設備 (以下 ｢キュービク
ル式｣ という｡) は､ 不燃材料で区画された変電設備室､ 発電設備室､ 機械室､
ポンプ室その他これらに類する室 (以下 ｢機械室等｣ という｡) 又は屋外若しく
は建築物の屋上に設けてあること｡
③ 屋外又は主要構造部を耐火構造とした建築物の屋上に設ける場合にあっては､
隣接する建築物若しくは工作物 (以下 ｢建築物等｣ という｡) が不燃材料で造ら
れ､ かつ､ 当該建築物等の開口部に防火戸その他の防火設備が設けられているこ
と｡

不燃専用
室・機械
室等

換 気 設 備 目視により確認する｡ 屋外に通ずる有効な換気設備が設けられていること｡

有効な防火

区画

配線､ 空調用ダクト等が区画を貫通する箇所の間隙は､ 不燃材料で防火上有効に埋

戻してあること｡

防 水 措 置 水が浸入し又は浸透するおそれのない構造であること｡

出火防止・
延焼拡大防
止

ａ 非常電源の周囲には火災を発生するおそれのある設備､ 火災の拡大の要因となる
おそれのある可燃物等が置かれていないこと｡
ｂ 可燃性又は腐食性の蒸気､ ガス若しくは粉じん等が発生し又は滞留するおそれの
ないこと｡

照明設備の

有無

点検及び操作に必要な照明設備が設けてあること｡

標 識 非常電源専用受電設備である旨の標識が設けられていること｡

構 造 ・ 性 能 目視により確認する｡ ａ キュービクル式にあっては､ 消防庁長官が定める基準に適合するものであるこ
と､ 又は総務大臣又は消防庁長官が指定する指定認定機関の認定を受け､ その表示
が貼付されていること｡
ｂ キュービクル式以外にあっては､ 消防庁長官が定める基準によるほか関係法令・
基準・通達等にも適合するものであること｡

保 有 距 離 目視により確認する｡ 非常電源専用受電設備は､ 次表に掲げる数値以上の保有距離を有して設置されてい

ること｡
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第24 非常電源 (高圧又は特別高圧で受電する非常電源専用受電設備)
非常電源 (高圧又は特別高圧で受電する非常電源専用受電設備) の設置に係る工事が完了した場合における試験は､ 次表に掲げる試験区分及び項目に応じた試験方法及び

合否の判定基準によること｡

ア 外観試験



備考 欄中の／は､ 保有距離の規定が適用されないものを示す｡

設 置 方 法 分 岐 方 法 目視により確認する｡ 供給方式及び供給電圧に応じ別図に示す方法により結線され､ 他の電気回路の開閉
器又は遮断器によって遮断されないよう施工されていること｡

結 線 ・ 接 続 配線・付属機器等は､ 確実に､ かつ､ 緩みなく接続されていること｡

表 示 開閉器には､ 消防用設備等用である旨の表示がしてあること｡

耐 震 措 置 地震等により､ 変形､ 損傷等が生じないように措置されていること｡

※絶 縁 距 離 高圧回路各部の絶縁距離は､ 次表に示す値以上であること｡
① キュービクル式のもの

注� 単極の断路器などの操作にフック棒を用いる場合は､ 操作に支障のないよう
に､ その充電部相互間及び外箱側面との間を120㎜以上とすること｡ ただし､
絶縁バリヤのある断路器においては､ この限りではない｡� 最小絶縁距離は､ 絶縁電線外被の外側からの距離をいう｡

備考 高圧用絶縁電線の端末部の外被端から50㎜以内は､ 絶縁テープ処理を行って
も､ その表面を高圧充電部とみなす｡

(単位：ｍ)

保有距離を確保
しなければな
らない部分

(

前

面)

操

作

面

点

検

面

換

気

面

そ

の

他

の

面機 器 名

キ ュ ー ビ ク ル 式 の も の

1.0 0.6

0.2 0

キュービクル
式以外のもの

閉 鎖 型 の も の 0.6 0.2

オ ー プ ン 式 の も の 0.8 ／

(単位：㎜)

絶縁距離を確保すべき部分 最小絶縁距離

高圧充電部� 相 互 間 90

大地間 (低圧回路を含む｡) 70

高圧用絶縁電線非接続部� 相 互 間 20

大地間 (低圧回路を含む｡) 20

高圧充電部と高圧用絶縁電線非接続部相互間 � 45

電線端末充電部から絶縁支持物までの沿面距離 130
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② キュービクル式以外のもの
高圧屋内配線と他の配線又は金属体との接近､ 交さ (単位：㎜)

注１ ①は､ 低圧屋内電線が､ 裸電線である場合は､ 300㎜以上とすること｡
２ ②は､ 高圧屋内配線を耐火性のある堅ろうな管に収め､ 又は相互の間に堅ろう
な耐火性の隔壁を設け､ かつ接触しないように設けるときは､ この限りではない｡
３ 他の部分にあっては､ 電気用品及び電気工作物に係る法令の規定に適合して設
けられていること｡

構 造 ・ 性 能 目視により確認する｡ 電気用品及び電気工作物に係る法令の規定に適合して設けられていること｡

備考 ※の試験は､ ｢キュービクル式非常電源専用受電設備の基準｣ (昭和50年消防庁告示第７号) (改正平成10年消防庁告示第８号) に適合しているものとして､ 総務大臣又

は消防庁長官が指定する指定認定機関の認定を受け､ その表示が貼付されているものにあっては､ 省略することができる｡

イ 機能試験

試 験 項 目 試 験 方 法 合 否 の 判 定 基 準

接 地 抵 抗 試 験 接地極等の接地工事について､ 接地抵
抗計で接地抵抗値を測定する｡
なお､ この試験は､ 他の法令に基づく

試験と兼ねて行うことができる｡
測定方法は､ 次の例による｡� 電源を確実に遮断し､ 更に検電器等
で完全に電源が遮断され安全であるこ
とを確認してから接地極の抵抗値を測
定すること｡� 接地抵抗測定方法は､ 次によるこ
と｡
① 接地線を機械器具の鉄台又は金属
製の外箱から取りはずし､ 接地抵抗
測定器に接続する｡

② 測定方法� 図に示すように補助接地極P３
を測定しようとする接地極P１を
約20ｍ離れた所に打ち込み､ 補助
接地極P２をP１とP３との中間の所
に打ち込む｡ つぎに接地抵抗計
のＥ端子に被測定接地極P１を､ Ｐ

測定値は､ 次表の数値であること｡

区 分
接地抵抗
値電圧の種別による機器 接地工事

の種類 接地線の種類

特別高圧計器用変成器の二
次側電路

Ａ種 引張り強さ1.04kN以上の
金属線又は直径2.6㎜以上
の軟銅線

10Ω以下

高圧用又は特別高圧用の機
械器具の鉄台及び金属製外
箱

高圧又は特別高圧の電路と
低圧電路とを結合する変圧
器の低圧側の中性点 (中性
点がない場合は低圧側の一
端子)

Ｂ種 引張り強さ2.46kN以上の
金属線又は直径４㎜以上の
軟銅線 (高圧電路又は電気
設備の技術基準の解釈第133
条に規定する特別高圧架空
電線路の電路と低圧電路と
を変圧器により結合する場
合は､ 引張り強さ1.04kN
以上の金属線又は直径2.6
㎜以上の軟銅線)

計算値
(注１)

高圧計器用変成器の二次側
一端子

Ｄ種 引張り強さ0.39kN以上の
金属線又は直径1.6㎜以上
の軟銅線

100 Ω以
下
(注２)

接近対
象物

高圧屋
内配線

低 圧 配 線 高 圧 配 線 管灯回路の電線､
弱電流電線､ 光
ファイバーケーブ
ル､ 水管､ ガス管
又はこれらに類す
るもの

がいし引
き配線

がいし引き
以外の配線

がいし引
き配線

ケーブル
配線

がいし引き配線 ①150 150 150 150 150

ケーブル配線 ②150 ②150 ②150 ― ②150
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端子に補助接地端子P２を､ Ｃ端
子に補助接地極P３をそれぞれ測
定用コードを用いて接続する｡� 切替スイッチをBATTERYの
位置にして電源スイッチを押し､
電源電池の良否を確認する｡� 切替スイッチをCHECKの位置
にして電源スイッチを押し､ 動作
状態の良否を確認する｡� 切替スイッチの位置を測定抵抗
値に応じて読み取りやすい倍率レ
ンジに合わせる｡� 電源スイッチを押し､ メータ指
示の示す数値に倍率を掛ければ被
測定接地極の接地抵抗が求められ
る｡� 電源に電池を用いないで発電機
が内蔵されている手回し式の機種
にあっては､ 測定に当り､ 発電機
は必ず定格回転数で回さなければ
ならない｡

図 接地抵抗計の測定結線

(注１) 変圧器の高圧側又は特別高圧側の電路の１線地絡電流のアンペア数で150
(変圧器の高圧側の電路又は使用電圧が35,000Ｖ以下の特別高圧側の電路と低
圧側の電路との混触により低圧電路の対地電圧が150Ｖを超えた場合に､ １秒
を超え２秒以内に自動的に高圧電路又は使用電圧が35,000Ｖ以下の特別高圧電
路を遮断する装置を設けるときは300､ １秒以内に自動的に高圧電路又は使用
電圧が35,000Ｖ以下の特別高圧電路を遮断する装置を設けるときは600) を除
した値に等しいオーム数

(注２) 低圧電路において､ 当該電路に地絡を生じた場合に0.5秒以内に自動的に電
路を遮断する装置を施設するときは､ 500Ω

※絶 縁 耐 力 試 験 特別高圧電路及び当該電路に接続され
た機器にあっては､ 最大使用電圧の1.25
倍の電圧､ 高圧電路及び当該電路に接続
された機器にあっては､ 最大使用電圧の
1.5倍の電圧を印加し試験する｡
なお､ この試験は､ 他の法令に基づく

試験と兼ねて行うことができる｡

連続して10分間これに耐えること｡

※作 動 試 験 過電流､ 地絡等の保護継電器を模擬試
験装置により保護装置の機能を確認す
る｡
なお､ この試験は､ 他の法令に基づく

試験と兼ねて行うことができる｡

ａ 保護継電器は､ 正常に作動し､ 遮断器､ 開放､ 表示､ 警報等の作動が正常に行わ
れていること｡
ｂ 計器用､ 点検スイッチ類等は､ 機能不良及び破損がないこと｡
ｃ 定格電圧が確立していること｡

備考 ※の試験は､ ｢キュービクル式非常電源専用受電設備の基準｣ (昭和50年消防庁告示第７号) (改正平成10年消防庁告示第８号) に適合しているものとして､ 総務大臣又

は消防庁長官が指定する指定認定機関の認定を受け､ その表示が貼付されているものにあっては､ 省略することができる｡

低圧用
機械器
具の鉄
台及び
金属製
外箱

300Ｖ以下のもの｡
ただし､ 直流電路
及び150Ｖ以下の
交流電路に設ける
もので､ 乾燥した
場所に設けるもの
を除く｡

300Ｖを超えるも
の

Ｃ種 10Ω以下
(注２)
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イ ループ方式の例

(注) ＬＢＳ又はＣＢは､ 一般負荷の過負荷及び短絡時において､ ＭＣＣＢよ
り先に遮断しないものであること｡

����������������������������������
別図 非常電源 (高圧又は特別高圧で受電する非常電源専用受電設備) の分岐の方法� ネットワーク方法式配電又はループ方式配電 (予備線方式で自動的に切替わるも
のを含む｡) により受電するもの
ア ネットワーク方式の例

(注１) ＬＢＳ又はＣＢは､ 一般負荷の過負荷及び短絡時において､ ＭＣＣＢ
より先に遮断しないものであること｡

(注２) 略号の名称は､ 附表のとおりとする｡ (以下同じ｡)

����������������������������������
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� 変圧器の二次側から供給する例
その１

その２

(注) 一般負荷の過負荷及び短絡時においては､ 一般負荷のＭＣＣＢで遮断
すること｡

����������������������������������� 特別高圧又は高圧により受電するもの
ア 特別高圧の例

(注) ＣＢは､ 一般負荷の過負荷及び短絡時において､ ＬＢＳ又はＦＰＣより
先に遮断しないものであること｡

イ 高圧の例� 非常電源専用の変圧器から供給する例

(注１) Ｔの一次側の開閉器は､ 省略することができること｡
(注２) ＶＴを設置する場合にあっては､ ＶＴに取り付けるヒューズは限流

ヒューズを使用すること｡
(注３) キュービクル引込口の電源側に存するＧＲ及びＴの一次側に存する

ＧＲの制御電源を､ ＶＴ又はＴの二次側から供給する場合にあって
は､ 専用の開閉器 (保護装置付) を設けること｡

�����������������������������������



143

附表
略号の名称

記 号 名 称

ＶＣＴ

ＤＳ

ＰＦ

ＣＢ

ＴＣ

ＬＢＳ

ＰＣ

ＺＣＴ

ＧＲ

ＯＣＲ

ＣＴ

ＶＴ

Ａ

ＡＳ

Ｔ

ＳＲ

Ｃ

ＭＣＣＢ

電力需給用計器用変成器

断路器

限流ヒューズ

遮断器

引外しコイル

高圧交流負荷開閉器

高圧カットアウトスイッチ (変圧器容量300
kVA以下の場合に限る｡)

零相変流器

地絡継電器

過電流継電器

変流器

計器用変圧器

電流計

電流計切替スイッチ

変圧器

直列リアクトル

進相コンデンサ

配線用遮断器

キュービクル､ 不燃専用室､ 分電盤等の不
燃専用区画
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